
新

務所、長野県、経済研

規

究所職員派遣

④千曲川

完

河川事務所、長野県へ

了

の職員派遣 ④須坂商工

事

会議所との人材交流派

業

遣

⑤海外研修の実施 ⑤

ゼ

海外研修の実施

ロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

平成22年度　実績 平成23年度　実績

平成24年度　実績 平成25年度　実績

平成26年度　実績 平成27年度　予定

内部評価【二次】 1頁

平成２７年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 高瀬英和

全体計画 経費区分 － 内線 3115

事務事業名 4030 職員研修事業

所　　属 050100 総務部・総務課

施　　策 07024600 市民と共に歩む、信頼され活気ある組織・体制づくり

会計 01 一般会計
予算

科目 020101 総務費・総務管理費・一般管理費
科目

事業 030000 職員研修事業

事業目的 事業概要・効果 

市民ニーズを的確に捉え、専門的知識を習得し、組織 「人材育成に関する基本方針」に沿い、毎年度、職員

目標の達成に貢献できる職員の育成 研修計画を策定し、主に自己啓発研修、職層別研修、

専門研修、特別研修、派遣研修を柱に研修を実施する

。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

平成22年度　実績 平成23年度　実績

①各種研修会へ

内

の積極的な参加を促進

部

①各種研修会への積極

評

的な参加を促進

②長野

価

県、長野経済研究所へ

【

の職員派遣 ②長野県、

二

長野経済研究所への職

次

員派遣

 ③海外研修の

】

実施

平成24年度　実

1

績 平成25年度　実績

頁

①職員意識変革・人材

平

育成事業の実施 ①管理

成

職のコーチング研修の

２

実施

②管理職のハラス

７

メント防止研修の実施

年

②民間企業(須坂温泉

度

)への職員派遣

③各種

　

研修会への積極的な参

行

加を促進 ③職員自己啓

政

発研修助成金の新設

④

評

長野県、長野経済研究

価

所への職員派遣 ④長野

事

県、長野経済研究所へ

業

の職員派遣

⑤海外研修

別

の実施 ⑤海外研修の実

シ

施

平成26年度　実績

ー

平成27年度　予定

①

ト

職員意識変革・人材育

実

成事業の実施 ①全体最

計

適行政マネジメント研

対

修の実施

②管理職のハ

象

ラスメント防止研修の

評

実施 ②職員自己啓発研

価

修助成金の促進

③職員

対

自己啓発研修助成金の

象

促進 ③市長会、河川事



業費 （単位：千円）

平成26年度 平成27年度

決　　　算 予　　　算

事業費 7,244 5,503

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 7,244 5,503

正規職員 0.6 0.6
人員数

嘱託職員 0.0 0.0
（人）

臨時職員 0.0 0.0

正規職員 4,114.8 4,114.8

人　員 嘱託職員 0.0 0.0

コスト 臨時職員 0.0 0.0

計 4,114.8 4,114.8

市民一人当たりの経費 0.2 0.2

総額 11,358.8 9,617.8

（単位：千円）

平成26年度決算　事業費の内訳

内

主な節 金額 内容

8節 

部

 報償費 0

11節 需

評

用費 0

職員研修委託料

価

13節 委託費 3,4

【

89

15節 工事請負

二

費 0

研修会出席負担金

次

19節 負担金補助及

】

び交付金 1,050

研

2

修旅費等
その他 2,7

頁

05

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

平成26年度 平成27年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

嘱託職員
（人）

臨時職員

正規職員

人　員 嘱託職員

コスト 臨時職員

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

平成26年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

8節  報償費

11節 需用費

13節 委託費

15節 工事請負費

19節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 職員の専門研修の受講率

算　　式 専門研修受講者数÷正規職員数 単位 ％

年　　度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

目 標 16 18
目 標 値

実 績 7.3 8.2 13.8 13.9

指標選定 職員の仕事の専門性を高めるため、専門研修の受講率を指標として設定

の 理 由

最終年度 専門研修の受講率を毎年、約２％ずつあげていく。

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事



委

有効性が高い。

職層別

託

、専門研修も市民生活

費

上の課題解決、行政内

1

部の課題解決に貢献し

5

ている。
評   価

コ

節

メント

・成果を落とさ

 

ずにコストを削減する

工

方法はあるか

効 率 

事

性 ・効率性向上に努め

請

ているか 変わらない

・

負

使用料などの受益者負

費

担や補助対象事業の範

1

囲など、財源確保の余

9

地はないか

内容によっ

節

ては、受講者による報

 

告等により情報共有を

負

図ることが必要。

評 

担

  価

コメント

振り返

金

り（決算年度の取組み

補

課題）

自己啓発研修は

助

予算執行率が81％と

及

受講率が高いが、今後

び

さらに高くなるよう制

交

度の周知等を図りたい

付

。

専門研修は自発的に

金

受講する職員が多い。

そ

今後も有用な研修の紹

の

介、あっせんに努め、

他

受講率向上を図りたい

Ｃ

。

ＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

平成27

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

研修会講師謝礼
8節 

平

 報償費 20

消耗品費

成

11節 需用費 20

職

2

員研修委託料
13節 

7

委託費 1,808

15

年

節 工事請負費 0

研修

度

会出席負担金
19節 

当

負担金補助及び交付金

初

1,168

研修旅費等

予

その他 2,487

ＣＨ

算

ＥＣＫ

個別評価

項目 評

　

価観点 評価内容

・市民

事

の生命・財産を守るた

業

め市が実施することが

費

必要不可欠な事業であ

の

るか

・行政内部の管理

内

運営上必要な事業であ

訳

るか

必 要 性 ・市が

主

主体となり実施すべき

な

事業か 高い

・法的な根

節

拠や公的関与の妥当性

金

はあるか

・目的は結果

額

（施策の目指す理想）

内

に結びついているか

市

容

民ニーズを的確に捉え

8

、対応するための専門

節

的知識を習得し、組織

 

目標の達成に貢献でき

 

る職員を育成する

。
評

報

   価
 

コメント

・

償

事業の成果は上がって

費

いるか

・目標に対する

1

達成度は十分か

有 効

1

 性 ・市民生活上の課

節

題解決に貢献している

 

か 有効

・行政内部の管

需

理上の課題解決に貢献

用

しているか

・事業の目

費

的が達成できるような

1

事業内容になっている

3

か

接遇研修、ＣＳ研修

節

などは、市民との対応

 

に直結するものであり



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 簡易な改善（拡大） 次年度以降の方向性 進め方の改善（拡大）

総合評価コメント ２次評価コメント

専門研修に積極的に参加する職員が増加している。資 職員の各種研修会への積極的な参加がうかが

内

えるよう

質の向上に関

部

する研修に出席する職

評

員に偏りがないよ にな

価

ってきている。更に専

【

門研修を含む職員の育

二

成、

う、指名するなど

次

の工夫が今後必要であ

】

る。 研修した職員が研

4

修の成果を他の職員に

頁

広めるため、

研修講師

Ａ

となり当該研修などの

Ｃ

取り組み、実施が必要

Ｔ

である。

外部評価

次年

Ｉ

度以降の方向性

外部評

Ｏ

価コメント

Ｎ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価


